
 

地域主権戦略大綱（平成 22年 6月 22日閣議決定） 

（抜粋） 

 

 

第５ ひも付き補助金の一括交付金化 

 

２ 一括交付金の対象範囲 

 

（１）基本的考え方 

・ 一括交付金化する「ひも付き補助金」の対象範囲は、 大限広くとる。 

・ 補助金、交付金等を保険・現金給付、サービス給付、投資に整理し、地方の自

由裁量拡大に寄与するものを対象とする。 

 

（２）対象範囲の整理方針 

・ 社会保障・義務教育関係 ― 「社会保障・義務教育関係」については、国と

して確実な実施を保障する観点から、必要な施策の実施が確保される仕組みを検

討するとともに、基本的に、全国画一的な保険・現金給付に対するものや地方の

自由裁量拡大に寄与しない義務的な負担金・補助金等は、一括交付金化の対象外

とする。 

・ その他 ― 保険・現金給付に対するもののほか、一括交付金化の対象としな

いものは、 小限のものに限定する。具体的には、災害復旧、国家補償的性格の

もの、地方税の代替的性格のもの、国庫委託金、特定財源が国費の原資であるも

の等に限定する。 

・ 一括交付金化の対象外となる補助金、交付金等についても、できる限り使途の

拡大や手続の簡素化等に努める。 

 

（３）実施手順 

・ 投資に係る補助金・交付金等の一括交付金化は平成 23年度以降段階的に実施す

る。経常に係る補助金・交付金等の一括交付金化は平成 24年度以降段階的に実施

する。これにあわせて、経常（サービス）に係る国庫負担金の扱いについて検討

する。 

・ 一括交付金化の対象となるものであっても、ゼロベースから真に国の政策目的

の緊要性を判断し、限定的に特定補助金として許容する場合は、３～５年の期限

を設定した上で、期限到来時に「廃止」又は「一括交付金化」等を判断する。 
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